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【照会先】
大阪労働局職業安定部訓練課
（電話）０６（７６６３）６２４１

令和６年度大阪府地域職業訓練実施計画の策定にむけて

～令和５年度第１回 大阪府地域職業能力開発促進協議会の開催結果～

令和５年１０月３１日（火）に大阪府地域職業能力開発促進協議会を開催し、
「大阪府地域職業訓練実施計画」の策定に向け、地域の関係機関により職業能力
に関する有用な情報を共有することで地域に求められる人材ニーズを的確に反
映した訓練コースの設定を促進するとともに、訓練効果の把握・検証を通じた訓
練内容の改善等について協議を行いました。

協議の結果、令和６年度に実施する職業訓練においては、産業界の人材ニーズ 
や求職者の訓練受講ニーズに対応しつつ、ものづくり分野の人材育成やデジタ
ル人材の育成を柱とした「大阪の産業の成長を支える人材育成」と、地域のニー
ズに応じた訓練や職業訓練の実施状況に応じた訓練を主とした「早期再就職を
支援するための職業訓練」を計画・実施する方向で調整することとなりました。

協議会の資料等については、大阪労働局ＨＰに掲載しています。

（参考）大阪府地域職業能力開発促進協議会について
令和４年 10 月１日に施行した改正職業能力開発促進法において、法定化された職業

訓練に関する協議会であり、地域の関係機関に参画いただき、
① デジタル化など、地域のニーズを反映した訓練コースの設定を促進するとともに、
② 訓練効果の把握・検証をしっかりと行い、訓練内容の改善を図る
ことなどを行うこととしています。
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有識者 労使団体 教育訓練関係機関 行政機関等

１ 訓練実施状況につい
て

２ 令和６年度訓練実施
方針案について

・令和５年７月末時点の都道府県委託訓練につい
て、受講者数のうち女性の人数がかなり低いが、
何か理由はあるのか。
・求職者支援訓練のうち建設分野の就職率が低
い要因は何か（日本労働組合総連合会大阪府連
合会 松井委員）
【事務局回答】
・令和４年度実績では2,572人となり、７割以上を占
めている。R５年度内容は再度確認の上回答。
・建設分野の主なコースは建築CADのコースとな
り、建設分野として一般的に想定されるよりは低
い就職率となっている。

・訓練実施方針案に大阪・関西万博を見据えた人
材育成とあるが、具体的な開講コースがあれば教
えていただきたい（大阪府職業能力開発協会 土
肥委員）
【事務局回答】
・求職者支援訓練の基礎コースであるが、9月より
観光関連のコースが1コース開講中である。

・求職者支援訓練で基礎コースについて４０歳以
上で実践コースと構成比が逆転している。これは、
いったん労働市場を退出された方が多いのか、今
まで働いていなかった方が多いのか、その要因に
ついて教えてほしい（近畿経済産業局 渡辺委員
代理）
【事務局回答】
・正確な事情は把握していないが、育児等で離職
された方や、長年在職された方が初めて離職し基
礎から学びたいという方が選ばれているのではな
いかと思う。

・経済団体等のリスキリング支援に関する理解促 ・訓練計画での「地域におけるリスキリングの推進 ・経産省では、在職者に対するキャリア相談、リス
進等とあるが、当所にも何か要請等があるのか教 に関する事業」（以下、リスキリング推進事業とい キリング、転職までを一体的に支援する事業を実

的には例として示されているものと理解している。 【事務局回答】
・すでに総務省を通じて市町村に投げかけられて

か教えていただきたい（近畿経済産業局 渡辺委
員代理）
【事務局回答】

いるが、リスキリング推進事業の実施に当たり、実 ・総務省資料にあるとおり、地域に必要な人材確

３ 令和5年度訓練計画変
更案について

施内容の把握や地域での事業推進を図る上で、
あらかじめ訓練計画に記載することとなった。な
お、今後、事業が想定される場合、別途審議等い
ただく可能性もある。

保のため経営者や従業員のリスキリングの理解
促進に資する事業が例示されており、経産省の事
業とは少し異なるものと考えている。

・リスキリング推進事業について、総務省資料で
は対象について限定的な記載となっているが、本
計画ではあまり限定がなく、幅広い事業が対象と
なっている。両者にズレがあるようだが、意図され
たものなのか（関西経済連合会 平岡委員代
理）。
【事務局回答】
・幅広く事業を検討いただけるよう間口を広げた記
載内容とさせていただいた。

1

う。）についてだが、その都度、事前に協議会で協 施。今回、訓練計画に追記されるリスキリング推
議しなければならないのか、実施されてからの報
告となるのか協議会の関わり方を教えていただき るのか、企業内でのリスキリングを想定しているの

えていただきたい（大阪商工会議所 田中委員代

理）
【事務局回答】

・総務省の文書でわからない部分も多いが、基本 たい（大阪府職業能力開発協会 土肥委員）

進事業については、転職までの支援を想定してい
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有識者 労使団体 教育訓練関係機関 行政機関等

４ ワーキンググループ報
告について

５ その他報告内容につ
いて

・前回の会議で旅行観光分野について、宿泊業な
ど人手不足が深刻で人材確保が課題であるとし、
当該分野の訓練コース設定について意見を申し
上げた。その際、専門的なコースになるので設定
が難しく、営業販売事務分野で育成していくなどの
話があった。その後、カリキュラムで改善等された
点はあるのか（日本労働組合総連合会大阪府連
合会 松井委員）
【事務局回答】
・専門性の高い分野であり、３か月、４か月の実施
期間では習得できるスキルが限られてくるため、
今回はこのように特化したコースを設定いただい
た。今後、営業分野等の訓練カリキュラムの中
に、観光・宿泊業でも役立つようなスキルを学んで
いただける機会が組み込めるよう検討を進めてい
きたい。

・ホテル業界の人手不足は顕著。ただ、高いホス
ピタリティが求められるなどハードルが高いイメー
ジがある。従って、ビジネスマナーの講習よりは、
インターンシップ等体験型が有効と思われる
（（株）アソウ・ヒューマニーセンター 岸本委員）

・ヒアリング結果では、受講生の意欲向上支援が
ポイントとあるが、専修学校各種学校連合会とし
ても苦慮しているところがあり、何かヒント等あれ
ば教えていただきたい（大阪府専修学校各種学校
連合会 清水委員）
【事務局回答】
・入り口の段階で、希望される訓練への意欲面等
も確認させていただいている。その後、月1回の
キャリコン等により意欲面へのフォローも行ってい
くが、訓練実施機関等とも連携して継続した支援
を実施していく必要があると認識している

・関西蓄電池人材育成等コンソーシアム経過報告
について（近畿経済産業局 渡辺委員代理）

令和５年度は、工業高校・高専等におけるバッテ
リー教育に関して、教員向け説明会を開催すると
ともに、産学共同で学習内容、教材等について検
討会を実施。

検討会では高校生、高専生を対象とした「バッテ
リーについて学びながら興味関心を持つ」きっか
けとなる教育プロブラムについて検討を実施。学
生に響く内容かつ教育機関において広く導入・横
展開が可能な構成内容となるよう教育プログラム
の具体化を進め、12月には大阪公立大高専で座
学デモを実施予定。

なお、公共職業能力開発施設においては、既存
メニューでの活用可能性の検討等を進める。



令和５年度第１回大阪府地域職業能力開発促進協議会 開催報告

１ 日時

令和５年１０月３１日（火）午前１０時００分から午前１１時３０分まで

２ 開催場所

大阪労働局第二庁舎 １８階大会議室

３ 出席者 １３名

冨 田  安 信   同 志 社 大 学 社 会 学 部  教 授

平 岡  潤 二   公 益 社 団 法 人  関 西 経 済 連 合 会  労 働 政 策 部 長

田 中  剛    大 阪 商 工 会 議 所  人 材 開 発 部  次 長

谷 山  真 記 子  大 阪 府 中 小 企 業 団 体 中 央 会  事 務 局 長

松 井  千 穂   日 本 労 働 組 合 総 連 合 会 大 阪 府 連 合 会  副 事 務 局 長

清 水  尚 道   一 般 社 団 法 人 大 阪 府 専 修 学 校 各 種 学 校 連 合 会  理 事 長

相田  真由美 独立行政法人高齢・障害・求職者雇用支援機構 大阪支部長

土 肥  洋 子   大 阪 府 職 業 能 力 開 発 協 会  専 務 理 事

岸 本  貴    株 式 会 社 ア ソ ウ ・ ヒ ュ ー マ ニ ー セ ン タ ー  西 日 本 営 業 本 部

副 部 長

渡 邉  朋 子   近 畿 経 済 産 業 局 地 域 経 済 部 地 域 経 済 課  課 長 補 佐

岡 本  隆 之   大 阪 府 商 工 労 働 部 雇 用 推 進 室  人 材 育 成 課 長

荒 木  祥 一   大 阪 労 働 局 長

村 田  泰 弘   大 阪 労 働 局  職 業 安 定 部 長

４ 結果概要

（ １ ） 令 和 ４ 年 度 、 令 和 ５ 年 度 （ ７ 月 末 ） 公 的 職 業 訓 練 の 実 施 状 況 に つ い て 説 明

し 、 理 解 を 得 た 。

（ ２ ） 大 阪 労 働 局 、 大 阪 府 か ら 以 下 の と お り 令 和 ６ 年 度 に 向 け た 方 針 (案 )を 説 明

し 、 こ れ ら を 踏 ま え 、 令 和 ６ 年 度 大 阪 府 地 域 職 業 訓 練 実 施 計 画 を 策 定 す る こ

と に つ い て 理 解 を 得 た 。

① 大 阪 労 働 局 方 針 （ 案 ）

第 １ に 、 産 業 界 の 人 材 ニ ー ズ や 求 職 者 の 訓 練 受 講 ニ ー ズ に 対 応 し つ つ 、 

も の づ く り 分 野 の 人 材 育 成 や デ ジ タ ル 人 材 の 育 成 を 柱 と し た 「 大 阪 の 産 業

の 成 長 を 支 え る 人 材 育 成 」 を 柱 と す る 。

第 ２ に 、 地 域 の ニ ー ズ に 応 じ た 訓 練 （ 介 護 福 祉 分 野 、 Ｉ Ｔ 分 野 、 事 務 ・



販 売 ・ 営 業 分 野 ） や 職 業 訓 練 の 実 施 状 況 に 応 じ た 訓 練 （ Ｉ Ｔ 分 野 、 デ ザ イ

ン 分 野 ） を 主 と し た 「 早 期 再 就 職 を 支 援 す る た め の 職 業 訓 練 」 を 計 画 ・ 実

施 す る 方 向 で 調 整 す る こ と と し た 。

② 大 阪 府 方 針 （ 案 ）

離 職 者 の 早 期 再 就 職 支 援 を 目 的 に 、 第 11次 大 阪 府 職 業 能 力 開 発 計 画 や 国 

の デ ジ タ ル 田 園 都 市 国 家 構 想 に 基 づ く 訓 練 機 会 の 提 供 と 、 求 職 者 や 企 業 ニ 

ー ズ を 踏 ま え た 創 意 工 夫 の あ る 訓 練 を 実 施 す る と し 、 以 下 の 訓 練 の 実 施 を

挙 げ る 。

１ デ ジ タ ル 分 野 の 人 材 を 育 成 す る 訓 練 の 拡 充

２ 人 材 不 足 業 界 で あ る 介 護 ・ 保 育 人 材 確 保 に 資 す る 訓 練

３ 子 育 て 中 の 方 が 受 講 し や す い 訓 練

４ 国 家 資 格 の 取 得 に よ る 専 門 人 材 を 育 成 す る 訓 練

５ 中 高 年 者 の 職 業 能 力 向 上 に 資 す る 訓 練

③ 独 立 行 政 法 人 高 齢 ・ 障 害 ・ 求 職 者 雇 用 支 援 機 構 大 阪 支 部 方 針 （ 案 ）

ニーズに応じた訓練カリキュラムの変更に引き続き取り組んでいく。

な お 、 政 府 の Ｄ Ｘ 推 進 の 方 向 性 を 受 け て 、 一 部 カ リ キ ュ ラ ム に お い て

Ｄ Ｘ 対 応 訓 練 の 拡 充 を 図 っ て い く 。

（ ３ ）地域の実情やニーズに即した公的職業訓練の設定・実施、職業訓練効果の把握 

・検証等を行うことを目的とした公的職業訓練効果検証ワーキンググループとし

て、令和５年度の検証対象コースであるデジタル分野について報告した。

（ ４ ） 令 和 ５ 年 度 大 阪 府 地 域 職 業 訓 練 実 施 計 画 変 更 （ 案 ） に つ い て 説 明 し 、 地

域におけるリスキリングの推進に関する事業についての記載を追加するこ

と で 構 成 員 か ら の 承 認 を 得 た 。

（ ５ ） そ の 他 、 近 畿 経 済 産 業 局 か ら 関 西 蓄 電 池 人 材 育 成 等 コ ン ソ ー シ ア ム に 係

る 取 組 状 況 に つ い て 報 告 が あ り 、 構 成 員 間 で の 情 報 共 有 を 行 っ た 。


